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弁理士への特許権等の侵害訴訟代理権の付与について（案）

平成 13年 12月

特　　許　　庁

1. はじめに

（１） 情報や知識が大きな付加価値を生み出す「知恵の時代」である２１世紀に入り、

我が国を取り巻く経済環境が激変する中、我が国産業の国際競争力を強化、再構

築するための方策の一つとして、知的財産の創造、権利の設定・保護及び活用、

さらには紛争解決に至る、いわゆる「知的創造サイクル」の好循環の実現が必要

である。

< 参考>  知的創造サイクルの好循環の実現

（２） このような知的創造サイクルの好循環実現を目指し、工業所有権審議会の弁理士

法の改正等に関する答申（平成１１年１２月２２日）では

①知的財産の活用を可能とする市場の整備、

②人的インフラとしての知的財産専門サービスの充実・強化、

③迅速かつ利用しやすい紛争処理制度の実現、

の三点を今後我が国が戦略的に取り組むべき課題として位置付ける旨の提言が

なされ、これに基づき、平成１２年に、

①弁理士の業務範囲の見直し、

②弁理士の試験の見直し、

③特許業務法人制度の創設、

④その他弁理士の業務の適性化を図るために必要な事項の整備

を骨子とする弁理士法の全面改正を行った。

　一方、「弁理士の知的財産関連訴訟における訴訟代理」については、工業所有

権審議会の検討項目の一つとして熱心な議論が行われたが、訴訟運営への影響、

創造（技術開発）
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及び弁護士法第７２条との関係の整理の問題1等を考慮し、司法制度全体の枠組

みの中で議論すべき問題であるとして、司法制度改革審議会（以下「司法審」

という。）に対し審議の要請が行われた2。

（３） 本年６月１２日にとりまとめられた司法審意見書3においては、「知的財産権関

係事件への総合的な対応強化」において、「知的財産権関係訴訟事件の審理期間

をおおむね半減することを目標とし、民事裁判の充実・迅速化に関する方策に加

え」、実施すべき方策として、弁理士の専門性をも活用するため、「弁理士の特許

権等の侵害訴訟（弁護士が訴訟代理人となっている事件に限る。）での代理権に

ついては、信頼性の高い能力担保措置を講じた上で、これを付与すべきである。」

と提言された。(同意見書においては、「隣接法律専門職種の活用等」においても

同様の記述がある。)

                                                
1 弁護士法第７２条は、弁護士でない者が報酬を得る目的で法律事件に関して法律事務
を取り扱うことなどを業とすることを禁止している。弁理士への侵害訴訟代理権の付

与を検討するにあたっては、同条との関係を整理することが大きな課題であった。
2 平成１１年１２月に、工業所有権審議会中山信弘部会長から司法制度改革審議会佐藤
幸治会長に対し、弁理士への侵害訴訟代理権の付与について具体的な対応策が真摯に

議論され、速やかに実現に移されることを要請した。
3 司法制度改革審議会は、２１世紀の我が国社会において司法が果たすべき役割を明ら
かにし、国民がより利用しやすい司法制度の実現、国民の司法制度への関与、法曹の

在り方とその機能の充実強化その他の司法制度の改革と基盤の整備に関し必要な基本

的施策について調査審議することを目的として、平成１１年７月２７日に内閣に設置

された審議会。会長は佐藤幸治近畿大学教授。本年６月１２日に意見書を提出。
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2. 「これからの知的財産分野の研修のあり方を考える懇談会」における検討

このような状況の中、我が国における「知的創造サイクル」の実現のため、知的

財産分野における人的基盤を充実･強化するとの観点から、それに必要な研修の

あり方について幅広く検討を行うことを目的として、平成１２年７月１９日に特

許庁長官の私的懇談会である「これからの知的財産分野の研修のあり方を考える

懇談会」（会長：牧野利秋弁護士）（以下「研修懇」という。）が設置された。

その中で、司法審意見書で提言された、弁理士に特許権等の侵害訴訟代理権を

付与する前提である信頼性の高い能力担保措置について検討を行い、本年６月

１８日に報告書を取りまとめた。

研修懇報告書（資料２－２）では、能力担保措置について以下のアウトライン

が示され、その詳細については、引き続き検討すべきこととされた。

　【能力担保措置のアウトライン】

①特許権等侵害訴訟における訴訟代理権の取得に意欲を有する弁理士を対象と

する。

②研修及びその効果確認を主たる目的とする試験により構成する。

③研修内容は、民事訴訟に関する実務的なもの（民事訴訟実務に関する講義及

び模擬事例を用いた演習形式の研修等）を中心とする。

④研修の骨格等は国が定め、その実施主体は日本弁理士会とする。

⑤試験は、研修修了者が民法・民事訴訟法の基本的知識を備え、かつ研修内容

を修得していることを確認するために国が実施する。
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3. 「能力担保措置ワーキンググループ」における検討

研修懇報告書を受け、能力担保措置について、さらなる詳細な検討を行うため、本

年８月３１日に、特許庁総務部長の私的懇談会である「能力担保措置ワーキンググ

ループ」（座長：牧野利秋弁護士）が設置された。

その中で、前記の司法審及び研修懇において積み残された問題も含め、以下の観点

から能力担保措置のあり方についてさらに詳細な検討を行い、報告書を取りまとめ

た（資料２－３）。

ⅰ）能力担保措置の前提条件及び基本的考え方として、弁理士が訴訟代理人となる

ことができる「特許権等の侵害訴訟」の範囲、弁理士の訴訟代理人としての出

廷4形態、及び訴訟代理人として担保されるべき能力の整理

ⅱ）研修懇報告書で引き続き検討すべきであるとされた、能力担保措置としての研

修のあり方として、研修のレベル、研修科目、研修形態及び研修時間数等の点

についての整理

ⅲ）同じく能力担保措置としての試験のあり方として、試験の目的、試験のレベル、

試験の構成及び出題形式等の点についての整理

以下に、「能力担保措置ワーキンググループ」の報告書の概要を示す。

（１） 能力担保措置の前提条件及び基本的考え方

　研修懇報告書においては、

「司法制度改革審議会意見書に提言されているところに基づき、弁理士が特許権等

侵害訴訟の訴訟代理人となる場合には、弁護士と当該訴訟事件を共同受任5し、両

者が連携して法廷活動等を行うこと」

を前提として能力担保措置の大枠を検討している。

　この能力担保措置を具体的に設計するにあたっては、

ⅰ）「特許権等侵害訴訟」が具体的にどの訴訟範囲を指すのか、

ⅱ）「両者が連携して法廷活動を行うこと」が具体的にどのような出廷形態を指

すのか、

ⅲ）弁理士が侵害訴訟代理人となるにあたって、担保されるべき能力が具体的

に如何なる内容であるか、

                                                
4 本報告書では訴訟代理人として裁判所に出頭する行為を「出廷」として統一的に用い

た。
5「共同受任」とは、弁護士が訴訟代理人となっている事件について、同一の依頼者か

ら弁理士が訴訟代理を委任されることをいう。
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について整理する必要があることから、必要となる前提条件及び基本的考え方につ

いて次の通り整理した。

① 弁理士が訴訟代理人となることができる「特許権等の侵害訴訟」の範囲
　弁理士が訴訟代理人となることができる「特許権等の侵害訴訟」は、具体的には

「特許、実用新案、意匠、商標若しくは回路配置に関する権利又は特定不正競争に

よる営業上の利益」に関する侵害訴訟とすべきである。

② 弁理士の訴訟代理人としての出廷形態
　弁理士の訴訟代理人としての出廷については、以下のとおり整理した上で、例外

的に裁判所が相当と認める場合に限り弁理士の単独出廷を可能とする旨の法律上

の規定を新たに設けるべきである。

　弁理士は弁護士との共同受任であり、弁護士と共同で出廷することを原則とする。

　弁護士が期日に出廷できない例外的かつ一時的な場合であって、以下のいずれか

に該当する場合には弁理士が単独で出廷できることとする。

ⅰ）弁理士の専門技術性が活用できる場合6、及びこれに関する主張、尋問、証

拠調べ等であって、弁理士が単独で出廷することが相当であると裁判所が認

めるとき

ⅱ）補佐人や侵害訴訟代理人を経験することで、訴訟遂行能力が十分に備わっ

た弁理士について、当該期日については単独で遂行することが相当であると

裁判所が認めるとき

③ 訴訟代理人として担保されるべき能力
②の出廷形態を前提とした場合の訴訟代理人として担保されるべき能力は、

ⅰ）訴訟全体のプロセスの概要を理解すること

ⅱ）弁理士の専門技術性を発揮できる分野においては、主体的に訴訟に関与す

るとともに自らの訴訟行為の効果を理解すること

とすべきである。

                                                
6 弁理士の専門技術性が活用できる場合とは、単に、科学技術的事項を意味するものではな
く、特許、実用新案、意匠、商標、回路配置、特定不正競争に関し、弁理士としての専門

的知見を活用可能な場合を含む。
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（２） 能力担保措置としての研修のあり方

　研修科目及び研修形態は、研修科目間の優先度や講師負担等を考慮しつつ、さら

に検討を重ねることとする。（別紙１）

　当面３年間で１０００人規模の訴訟代理権を有する弁理士の養成を目指す程度

の研修規模が好ましいが、具体的規模については、日本弁理士会が実施予定の受講

希望調査の結果及び講師確保の可能性を踏まえつつ、引き続き検討を行う。

　研修は、訴訟実務に役立つ実践的な知識の習得を目指すが、受講者及び講師の負

担を考慮し、総時間数は最低４５時間とすべきである。

　研修単位（クラス）当たりの受講者数は５０～７０人、講師は６人程度とするの

が適当である。弁護士講師については、実務の傍ら本研修の大部分について協力を

仰ぐ必要があることから､弁護士講師の委嘱にあたっては日本弁理士会、特許庁を

はじめ、各方面の十分な配慮が必要である。また、裁判官からも講師協力を得るこ

ととするが、裁判官の負担を考慮して、研修全体を統合して講演形式で講義を行う

等、講師派遣の協力が得られやすいよう配慮すべきである。

　統一的な試験の実施を踏まえ、研修内容の標準化の観点から研修においては、共

通教材を用いる必要がある。また、その作成にあたっては、現実の訴訟実務に則し

た内容とするためには裁判官の関与が望まれるが、裁判官の負担を考慮して、裁判

官による助言・監修を求めることとする。

　研修科目毎、研修単位毎に講師間会議を行うことにより研修内容の統一化を図る

必要がある。

　研修の修了を客観的に判断するための修了基準を設けるべきである。

　研修の実を上げるためには、研修において実務研修（司法修習における実務修習

に相当するもの。）を行うことが望ましいが、受講者負担等の実現可能性を踏まえ、

実務研修に代替するものとして補佐人経験を位置付け、例えば、研修受講の際の優

先順位の判断材料等として考慮することも検討すべきである。

　補佐人経験により研修を一部免除することは、能力担保のレベルを維持する上で

適当ではない。
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（３） 能力担保措置としての試験のあり方

　能力担保試験は、研修の効果確認を主たる目的とし、民法及び民事訴訟法の基本

的知識を備え、かつ研修内容を修得することにより、弁護士と連携しつつ法廷活動

を行うに足る能力を備えていることの確認を行う。

　試験は、民事訴訟実務についての実践的知識を習得したか否かを確認するため、

論文式で出題することとし、その中で民法・民事訴訟法についての知識の習得の度

合いを問う形式のもの（総合問題）とするのが適当である（別紙２）。
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4. 弁理士への特許権等の侵害訴訟代理権の付与について（案）

（１） 弁理士への侵害訴訟代理権の付与については、産業構造審議会知的財産政策部会

の前身である旧工業所有権審議会において、平成１１年に審議がなされ、議論が

行われた。その際、訴訟代理権を行うために必要な試験・研修を修了した者に対

しては、訴訟代理権を付与することを検討すべきとの基本的方向性についてはほ

ぼ意見の一致を見たものの、弁理士に対して侵害訴訟代理権を付与すべきかどう

かについては、司法審の議論を待つべきとの意見が有力であったため、司法審に

対し審議の要請が行われた。

（２） 本年６月１２日にとりまとめられた司法審意見書では、「知的財産権関係事件へ

の総合的な対応強化」において、「知的財産権関係訴訟事件の審理期間をおおむ

ね半減することを目標とし、民事裁判の充実・迅速化に関する方策に加え」、実

施すべき方策として、「弁理士の特許権等の侵害訴訟（弁護士が訴訟代理人と

なっている事件に限る。）での代理権については、信頼性の高い能力担保措置を

講じた上で、これを付与すべきである」と提言された。

（３） そして、司法審の議論と並行して行われた研修懇においても、弁理士に侵害訴訟

代理権を付与するにあたっての能力担保措置についての検討がなされ、本年６月

１８日に報告書が提示された。これらの議論を受けて、能力担保措置ワーキング

グループにおいて、能力担保措置の在り方について６回にわたり詳細な議論が行

われ、この報告書案についてはパブリックコメントを通じて広く意見を募った上

で、報告書がとりまとめられた。

（４） これらの報告を踏まえると、弁理士への特許権等の侵害訴訟代理権の付与に関し

て、以下の課題に直ちに取り組むべきである。

① 弁理士に一定の能力担保措置7を講じた上で、弁護士との共同受任8を条件として、

弁理士が特許権等侵害訴訟9における訴訟代理人となることを可能とし、その際

に、期日における弁理士の出廷形態について、共同受任している弁護士との共

同出廷を原則とし、裁判所が相当と認める場合10に限り、例外的に単独出廷を認

                                                
7 日本弁理士会による民事訴訟実務を中心とする研修及びその修了を受験資格とする
国（特許庁／工業所有権審議会）による試験から構成される。

8 弁護士が同一の依頼者から訴訟代理を委任されている事件であること。
9 特許、実用新案、意匠、商標若しくは回路配置に関する権利又は特定不正競争による
営業上の利益の侵害に係る訴訟をいう。

10 具体的には以下のような場合を想定。
　弁護士が期日に出廷できない例外的かつ一時的な場合であって、かつ、
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める旨の法律上の規定を新たに設けることが必要である。

② 能力担保措置としての研修及び試験について、能力担保措置ワーキンググルー

プの報告内容を踏まえつつ、その具体化にむけた検討を行うべきである。

                                                                                                                                              
①弁理士の専門技術性が活用できる場合、又は、

②補佐人や侵害訴訟代理人としての経験により、当該弁理士に訴訟遂行能力が十分に

備わっている場合
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研 修 科 目 に つ い て

【能力担保研修に必須のもの】

① 民事訴訟概論の基礎的部分

実践的な観点から民事訴訟の基礎理論、訴訟構造等の理解を目的とするもの。

②要件事実概論の基礎的部分

一般的な民事事件における要件事実の基礎の理解を目的とするもの。

③特許権等の侵害訴訟の要件事実の基礎的部分

一般的な民事事件についての要件事実の考え方を基に、特許権等の侵害訴訟に特有

の要件事実の考え方の理解を目的とするもの。

④立証活動（証拠収集を含む）の基礎的部分

事実関係を調査し、証拠の収集を行うことにより、訴訟において当事者間に共通の

事実認識を形成することの重要性、及びその手段の理解を目的とするもの。

⑤法曹倫理

訴訟代理人として求められる法曹倫理、職責の理解を目的とするもの。

⑥ 特許権等の侵害訴訟の訴状、答弁書、準備書面に関する基礎演習（５例程度）

特許・実用新案、商標・特定不正競争についての事例を示し、研修生に起案の演習

又は事前の予習をさせ、講評又は討論を行うことにより、実践的な能力を涵養する

ことを目的とするもの。

【履修の必要性が高いもの】

①裁判上の和解、訴え提起前の和解の基礎的部分

和解の手続、和解条項の作成のための基礎知識の理解を目的とする。

②上訴（控訴、上告、抗告）の基礎的部分

依頼者の利益確保のため、原審の判断に関する検証と上訴の適否を判断する上で

の基礎知識の理解を目的とする。

③仮処分手続（民事保全法）の基礎的部分

仮処分手続の概要及び民事保全法に定める仮処分手続の類型についての基礎知識

の理解を目的とする。

④執行手続（民事執行法) の基礎的部分
判決、和解調書、仮処分命令等の執行手続の基礎知識についての理解を目的とす

る。

【訴訟代理人として履修しておくことが望ましいもの】

　関連法（会社法概論、倒産処理法(破産法・民事再生法・会社更生法等)）の基礎
的部分

　特許権等の侵害訴訟が主として企業間に発生すること、和解においては企業の

倒産の影響も考慮する必要があることから、会社法、倒産処理法の概要について

の理解を目的とする。

別紙１
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試 験 に つ い て

試験科目 民法・民事訴訟法、民事訴訟実務

試験の形式 論文式筆記試験

試験内容

複合的要素を含む特許権等侵害事件（例えば、共同不法行為等の民

法の知識が必要とされる事件）の仮想的な事例を提示し、これに基

づく要件事実の整理等を行うことによる研修の効果確認、併せて民

法上の論点、民事訴訟法上の論点についても整理させる等の工夫を

する。

試験日程・時間 １日の中で実施

設問数
事例１～２問（各事例について民事訴訟実務に関する大問１問、及

び民法・民事訴訟法に関する小問２問程度を含む）

別紙２


